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議 会 費 

 

 

議会費の支出済額は、294,613,369円で、対前年度比 3,376,740円、1.16パーセントの増で、歳出総

額に対する構成比は 0.58パーセントです。 
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１款 １項 １目 議会費 

議会運営事業 

  （議会事務局） 決算事項別明細書 77ページ 

 

＜目的＞ 
 市議会の運営を補佐します。 
 
＜内容＞ 
 議会が機能を果たすための議会の運営の補助や議員活動に必要な調査を実施します。 
 
＜実績・成果等＞ 

１ 議会の活動状況 

会議区分 会 期 
会期
日数 

会議
日数 

市長提
出議案 

議員提
出議案 

委員会提
出議案 

一般質
問人数 

質問 
事項数 

傍聴者
数 

第 2回定例会   6月 3日～ 6月 21日 19 日 6 日 18 件 件      件    14 人    28 件 71 人 

第 1回臨時会 7月 21日  1 1   2          

第 3回定例会   9月 1日～ 9月 30日 30 7  23      16  27 47 

第 2回臨時会 10月 26日  1 1   1      

第 4回定例会 11月 24日～12月 12日 19 6  15     16  37 82 

第 1回定例会   2月 22日～ 3月 17日 24 8  28    2  15  33 103 

合 計  94 29  87    2  61 125 303      

 
２ 議案審議状況 

市長提出議案 議決結果 

条例 予算 決算 契約 専決 人事 その他 可決 同意 認定 承認 否決 継続 

30 23 6 
 

5 11 12 65 11 6 5   

  

議員・委員会提出議案 議決結果 

条例 規則 意見書 決議 その他 可決 否決 継続 

1  
 

1  2    

 
 
 

予 算 現 額 233,405,000円 決 算 額 223,003,959円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 10,401,041円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 221,180,885円 地 方 債  

増 減 額 1,823,074円 そ の 他  

増 減 率 0.82% 一 般 財 源 223,003,959円 
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３ 委員会等の活動状況 

委員会等 

開 催 日 数 付託案件数 

管外行政
視察日数 

一  般 
傍聴者数 

会期中 
閉会中 議案 請願等 

定例会 臨時会 

常
任
委
員
会 

総務経済委員会    7 日      日     日   18(6)件     件       日       3 人 

文教厚生委員会  7    1 34(6)   
 

 14 

建設環境委員会  7    1 24(5)  
 

 13 

議 会 運 営 委 員 会  7    11   
 

 

基地対策特別委員会  4     3   
 

 

デジタル化推進特別 
委員会 

 2       

広 報 委 員 会  4    9     

全 員 協 議 会  5    10     

（注）議案件数の（ ）内は、分割付託された議案件数を示しています。 

 

４ 行政視察 

委 員 会 期  間 視 察 先 視  察  事  項 

常
任
委
員
会 

総務経済
委 員 会 

11月 8日 
  ～10日 

熊 本 市（熊本県） 
・震災復興計画について 
・SDGs未来都市について 

嘉 麻 市（福岡県） ・デマンド運行型バスについて 

中 間 市（福岡県） ・市議会ハラスメント根絶条例について 

延 岡 市（宮崎県） 
・持続可能な都市としての人口流出抑制、定住促
進、そのための企業誘致について 

文教厚生 
委 員 会 

10月5日 吉 川 市（埼玉県） ・学校施設と他の機能との複合化について 

10月6日 戸 田 市（埼玉県） ・教育改革の取組について 

建設環境
委 員 会 

10月 5日  
 ～ 6日 

勝 浦 郡 上 勝 町 
     （徳島県） 

・CO₂削減と廃棄物減量の施策について 

阿 南 市（徳島県） 
・高効率発電施設、最新の排ガス処理施設、完全
排水クローズドシステム等を採用した廃棄物
処理施設について 

 
 

 

 

 


